
新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、PCR 検査も可能な公的な発熱外来設置と  

開業医への経営支援を求める 

陳情書 

 

【陳情項目】 

一、  PCR 検査も担う公的な発熱外来を最低でも各保健所管内に一箇所設置するこ

と 

二、  新型コロナウイルス感染症拡大を受け、経営危機にある診療所に対する支援

制度を創設すること 

三、  全保険医療機関へ感染防御に必要な医療資材を充分に支給すること。同時に、

感染防御のための施設整備に対する財政補助制度を創設すること 

 

【陳情理由】  

 ５月 25 日、新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊急事態宣言が解除され

た。無論、感染症の脅威が消滅した訳ではない。私たち医療者は行政とともに感染拡大

防止に向け、あらゆる取組を担う所存である。  

 爆発的感染を防ぐため、拡大を封じ込めることは感染症対策の基本である。そのため

に、PCR 検査の一層の拡充が求められる。京都府におかれては「京都府・医師会京都検

査センター」を設置され、運用されている。しかし地域の開業医が入口となり、PCR 検

査へつなぐこの仕組みは、診療所内での他の患者への感染や、診療所スタッフの感染の

危惧が払拭されない。私たちは早くから、自治体が全行政区の区役所・支所に「公的な

発熱外来」を設置し、そこで PCR 検査も担うこと。地域の開業医が公的な発熱外来へ出

務する形で診療する仕組みが必要と主張してきたところである。  

 新型コロナウイルス感染症拡大による受診控えが主因となり、大多数の地域の保険

医療機関の経営が危機に瀕している。私たちの独自調査でも 92％の医療機関において

外来患者が最大７割減少し、保険診療収入も 91％の医療機関で大きく減少している。

京都府におかれては、全保険医療機関を対象にした独自の財政支援策を創設いただき

たい。 
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新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、PCR 検査も可能な公的な発熱外来設置と  

開業医への経営支援を求める 

陳情書 

【陳情項目】 

一、  PCR 検査も担う公的な発熱外来を最低でも市内すべての区役所・支所単位で設置

すること 

二、  市内すべての区役所・支所に医師・保健師等専門職を増員・再配置、研修も実施

し、保健所機能を復活させ、地域の医療者と協働し、地域密着で感染拡大防止に

向けた施策を進めること 

三、  新型コロナウイルス感染症拡大を受け、経営危機にある診療所を、市独自の医療

機関に対する支援制度の対象とすること 

四、  全保険医療機関へ感染防御に必要な医療資材を充分に支給すること。同時に、感

染防御のための施設整備に対する財政補助制度を創設すること 

 

【陳情理由】  

 ５月 25 日、新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊急事態宣言が解除され

た。無論、感染症の脅威が消滅した訳ではない。私たち医療者は行政とともに感染拡大

防止に向け、あらゆる取組を担う所存である。  

 爆発的感染を防ぐため、拡大を封じ込めることは感染症対策の基本である。そのため

に、PCR 検査の一層の拡充が求められる。京都府は「京都府・医師会京都検査センター」

を設置し、運用を開始。京都市も行政検査に邁進いただいている。しかし地域の開業医

が入口となり、PCR 検査へつなぐこの仕組みは、診療所内での他の患者への感染や、診

療所スタッフの感染の危惧が払拭されない。私たちは早くから、自治体が全行政区の区

役所・支所に「公的な発熱外来」を設置し、そこで PCR 検査も担うこと。地域の開業医

が公的な発熱外来へ出務する形で診療する仕組みが必要と主張してきたところである。 

 また今般の事態は、京都市による行政区保健所の廃止や地域の保健衛生施策にかか

る専門職のセンター統合といった政策が果たして正しかったのかどうかの検証を求め

ている。私たちは地域密着で、きめ細やかな感染拡大防止を、行政と地域の医師が進め

ることが必要と考えており、保健所機能の復活を求めたい。 

 新型コロナウイルス感染症拡大による受診控えが主因となり、大多数の地域の保険

医療機関の経営が危機に瀕している。私たちの独自調査でも 92％の医療機関において

外来患者が最大７割減少し、保険診療収入も 91％の医療機関で大きく減少している。

京都市は補正予算案で、感染症患者を受け入れる医療機関を対象に独自の財政支援策

を提案した。私たちはこれを歓迎するが、一方でコロナ感染症拡大防止を支えるのは実

際に患者を受け入れている医療機関だけではない。京都市におかれては、独自の財政支

援策の対象を全保険医療機関に拡大していただきたい。 
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